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1.はじめに
ライフサイクル・コスティング (LifeCycle Costing ;以下LCCという)は 1960年代にア
メリカ国防総省が国防品の調達を効率的に行うために開発した原価計算の手法であり，その後
イギリスなど世界各地へと伝播していく。日本においても 1970年代に日本プラントエンジニ
ア協会(現在は日本プラントメンテナンス協会に改称)が中心となり LCCが紹介されていき，
工学系の研究成果や文献を中心に 1970年代末には“ライフサイクル・コスティング"という
単語が登場するようになる。
日本では今日までLCCあるいはライフサイクル・コストに関する研究成呆が700以上発表
きれている lが， 日本において LCCはどのよろな形で外国から紹介されて，それがどのよう
に浸透していったかというプロセスについては とれまでの研究成果では明らかにされていな
い2。日本における LCC研究の展開を明らかにするうえで，その起点となる 1970年前後の動
向について検討するととは不可欠である。そこで， 1960年代末から 1980年代前半の日木にお
いて発表された LCCに関連する重要な研究成果の分析を通じて，この点を明らかにすること
が本稿の目的である。
アメリカやイギリスの LCCが必ずしも会計学分野から始まったわけではない3ように，日
本においても LCCの生成は会計学分野ではなく工学分野から始まっている。また， 日本では
防衛庁(現在の防衛省)が本格的に LCCの研究に取り組むのは2000年代になってからであり，
車事分野でのLCCの研究も 1970年前後の時点では行われていなかった。詳細は後述するが，
日本において LCCを最初に紹介したのは石川 (1968)であり LCCが普及する契機となった
のが1973年の第l次から 1980年の第8次にまで及ぶ日本プラントエンジニア協会の“テロテ
クノロジー視察団"である。第4次テロテクノロジー視察団の米国視察団のメンバーとして早
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稲田大学の染谷恭次郎教授がコーデイネーターとして参加したことから染谷 (1976)が発表さ
れたが，この論文が会計学の研究者によって発表された最初のLCCの研究成果である。この
ことから明らかなように， 日本における LCC研究の最も初期段階は工学分野を中心に行われ
ていたのである。
以下，本稿では日本における LCCの生成とその後の動向を明らかにするために，まず， 日
本にLCCが紹介される契機となる石川(1968)と.1960年代の防衛庁の動向をライフサイクル・
コストの観点から検討する。ついで. 日本における LCCの浸透に大きな役割を果たした日本
プラントエンジニア協会のテロテクノロジー調査団の動向とそこから得られた成果を明らかに
する。最後に，会計学分野での最初のLCCに関する研究成果である染谷 (1976)と. 2番目
に発表された研究成果である皆川(1982)について検討し会計学の立場では LCCがどのよ
うに捉えられていたのかについて考察する。以上を通じて 日本における LCCの生成とその
後の浸透プロセスについて明らかにする。
2. 日本へのライフサイクル・コステイングの流入
(1 )石川教授によるライフサイクル・コスティングの紹介
日本において初めて LCCを紹介した論文が1968年1月発行の『品慣管理J第19巻郁 l号
に掲載された論文「ライフ・サイクル・コステイング」である。この論文の筆者である祈川幣
教授は品質管理の研究者として. QCサークJレを提唱し，後に“日本の品質管理の父"と日子ば
れている。との当時の『品質管理』誌の編集委員長でもあった。
石川 (1968)では，品質コストの考え方が抱える問題点について指摘したうえで，次のよう
な見解を述べている。「品質管理が進んできて，品質で世界に伸びよう，世界ーのものを作ろ
うという時代になってくると 当然品質コストが問題になってくる。ところがわれわれが10
年前にきいた，アメリカのGE社ではじめた品質コスト，すなわち予防のコスト.評価iのコス
ト，失敗のコスト(内部および外部)という分け方では 社内の狭い意味ではある程度役にた
つが，消費者，使用者を中心にしていく品質管理としては.不満である。J[石川(1968)，58買]
そして，石川教授がLCCに注目し始めたきっかけとして， 1965年にアメリカを訪問した際
に行った， Juran博士およびFeigenbaum博士との議論が挙げられている。議論の内容とは次
のような内容であった。「買値300ドルと 400ドルのテレピがあるときに. 7年間使って，前
者が修理代など300ドルかかり，後者は 150ドルであれば.合計600ドルと 550ドルであるか
ら，消費者の立場からみれば後者が有利である。しかし買うときには. 7年間もつかどうかわ
からないし，修理代がいくらかかるかわからないから，やはり 300ドルのテレビを買ってしま
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うのではないか，などという議論を行った。今年4ロンドンでまたDr.]uranにあったら，上記
の件につき，ライフ・サイクル・コステイングとして，いろいろ議論されているという話がで
た。その後アメリカの博士から送付されてきたのが，下記の文献である。まずはこれを紹介し
よう。J[石川 (1968).58買]
]uran博士から石川教授に送付された文献は 1967年5月13日付の“BusinessWeek"誌に掲
載された「新しいシステムで入札者を選ぶJ(Picking the winners with a new system)とい
う論文である。この論文では，アメリカの国防総省が国防品の調達を行う際に採用した入札方
法の新しいやり方，すなわち LCCを活用した調達事例について説明されている。図表lから
明らかなように，旧来のように入札価格が最低の入札者を選ぶという基準であれば42.000ド
ルの入札価格を示した X社が受注するが，入札価格にその後のメンテナンス費用などを追加
したトータルのコストが最低となる入札者を選択するという基準であれば， トータルのコスト
が246.000ドルとなる X社ではなく.203.000ドルしかかからないZ社が受注することになる。
論文中では.LCCを積極的に評価し，旧来の入札方法にとって代わり，これからはLCCが国
防総省の調達に用いられるであろうと予言している [BusinessWeek (1967). p.62. 67J。
図表1 ライフサイクル・コスティングを活用した国防システムの関連
X社 Y社 Zt士
入札価格 $42.000 $60.000 $47.000 
5年間のメンテナンス費用 $129.000 $116.000 $84.000 
国防品の管理台帳の作成費用 $10.000 $20.000 $10.000 
5年間の部品在庫管理費用 $45.000 $30.000 $42.000 
文書作成費用 $12.000 $18.000 $12.000 
操作訓練費用 $8.000 $8.000 $8.000 
ム口、 計 $246.000 $252.000 $203.000 
(出所)Business Week (1967). p.62. 
石川 (1968)では，このような LCCの考え方を導入することは長期的にみれば有利である
ことに異論はないと評価する一方で.実際に LCCを導入，推進していくためにはさまざまな
問題点があることも指摘している。それらは次のような問題点で、あった[石川(1968).60頁]。
-様々な生産方式や購入方式(例えば，見込市場生産，個別受注生産.リース方式など)が
あるが，それらにどのように対応していくか
-一次製品か，二次製品か，あるいは消費者による違いをどのようにコスト計算に反映させるか
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-保証もしくは補償方式，契約による違いをどのようにコスト計算に反映させるか
・いろいろな費用を誰がいかにして測定し，予測し算定するか
-購入動機，選定方法，それに必要な情報をどのようして配布し，活用するか
上述した問題点はあるにせよ，石川教授はLCCについて一定の評価を与えており.論文の
むすびで次のように述べている。「問題は相当あるが，長期的にみた場合，このライフ・サイ
クル・コストを合めた品質コストの安いものが，とくに耐久消費財の場合には，勝利を得ると
とになろう。したがって，われわれはこれを今後じっくりと研究していく必要がある。J[石川
(1968)， 60頁]
(2) 1960年代の防衛庁の動向ーライフサイクル・コストの観点からー
アメリカにおいて“LifeCycle Costing"という用語がタイトルに含まれた最初の文献で、ある
『装備調達のライフサイクル・コステイングj(Life Cycle Costing in equipment procurement) 
がロジスティクスマネジメント協会から発表されたのが1965年4月1日であるが， "Life 
Cycle Cost"という用語自体は 1965年 l月19日に国防次官室 (Officeof the Assistant 
Secretary of Defense)が作成した“Departmentof Defense incentive contracting guide"の中
で既に使われている。
後者については防衛庁調達実施本部によって和訳が試みられ 『国防省報酬制契約指針』と
して発行されている 50 r悶防省報酬制契約指針』では， ライフサイクル・コストの具体的な
内容も次のように示されている。「武器体系の開発における基本的な政府の目的は， (1)軍用
効果の高い水準の達成および (2)低いライフサイクル・コスト(開発，生産，運用，補給，
整備および訓練のための経費を含む)と考えられている。J[防衛庁調達実施本部訳， 160頁]
1960年代のいずれかの時点で防衛庁にもライフサイクル・コストあるいはLCCの概念はア
メリカから紹介されていることは上述の文献の和訳が行われていたことからも明らかである。
しかし.防衛庁は 1962年5月25日に「調達物品等の予定価格の算定基準に関する訓令J(防
衛庁訓令第35号)を出したばかりであり， 1960年代当時の防衛庁ではこの訓令に基づいて国
防品の調達が行われていた。
訓令第35号では，予定価格とは「入札又は契約に先立つて定め 落札決定の基準とする最
高制限価格又は契約締結の基準とする価格」と定義されており，この訓令では，予定価格をど
のように算定するかについて記述されている。通則として，予定価格の算定は市場価格方式に
よるものとし，それが難しい場合には原価計算方式により計算することが示されている。ここ
で¥市場価格方式とは，統制額，市場価格，その他売買の基準となる価格によって予定価格を
算定する方法であり，原価計算方式とは企業会計原則等合援用しながら予定価格を算定するこ
一一日本におけるライフサイクル・コスティングの生成一一 373 
とをいう[防衛庁 (1962)，2頁]。
市場価格方式と原価計算方式による場合には，それぞれ図表2に示すような計算項目に基づ
いて予定価格を計算することが求められている O
図表2 市場価格方式と原価計算方式による予定価格の計算項目
市場価格方式 原価計算方式
晶代(本体価格) 直接材料費
手数料 直接労務費
販売直接費 直接経費
梱包費 製造間接費
輸送費 一般管理費及ぴ販売費
販売直接費
利子
利益
梱包費
輸送費
(出所)防衛庁(1962)， 5， 9-10買をもとに筆者作成
図表2から明らかなように，国防品を調達してから使用後に発生する様々なコスト，すなわち
オペレーテイングコストやメンテナンスコストについてはまったく考慮されていない。実際に防
衛庁(後の防衛省)が箪事品の調達の際に，オペレーテイングコストやメンテナンスコストを考
慮したLCCの考え方を導入するのは2000年に行われたT-7初等練習機(航空自衛隊の飛行訓
練機)の調達まで待たなくてはならなかった[森光 (2013)，17頁]。
防衛庁では 1960年代から 1970年代の時点でLCCの導入が進まなかった背景として，当時
の日本とアメリカが置かれた状況の違いが挙げられるO ベトナム戦時中で国防費の増大に頭を
悩ませていたアメリカにとってはライフサイクル・コストの低減は急務であったが，一方でL当
時の日本においては戦時中でもなくアメリカのように国防品を大量に調達する必要もなかった
ことから，アメリカのようにLCC自体が必要とされる状況ではなかったと考えられる。
3.テロテクノロジー調査団の貢献
1970年代の日本において LCCの普及に大きな賀献を果たしたのが1969年に日本能率協会
から独立して創設された日本プラントエンジニア協会のテロテクノロジー調査団であるO テロ
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テクノロジー調査団は 1973年(第l次)から 1980年(第8次)までの8年間にわたり，日本
プラントエンジニア協会の加盟企業から従業員の派遣を受けて結成した調査団が，約2-3週
間にわたりイギリス，スウェーデンなどの欧米各国の政府機関や企業などを訪問し，テロテク
ノロジーやLCCの最新情勢を学んだ。これらの成果は rテロテクノロジー」調査団報告:fl=J
として各回の調査団ごとに200-300頁に及ぶ冊子にまとめられている。
(1)イギリスにおけるテロテクノ口ジーの生成と発展
テロテクノロジー (Terotechnology)6とは.1970年代;にイギリスをはじめとしたヨーロツ
パ各国で、導入されたメンテナンスに対する新しい考え方である。はじめにテロテクノロジーの
概要について紹介する。 1960年代のイギリス産業界では メンテナンスコストの上昇が問題
視されていたことから.1970年5月にイギリス産業省内に「テロテクノロジー委員会」が設
置された。「テロテクノロジーとはプラント 機械および備品の据付 セットアップ.メンテ
ナンス.部品の交換，廃棄について検討し それらの情報をプラントの運用と設計にフィード
パックすることであるJ[Iron and Steel Institute (1972).中表紙]と定義きれるように必ず
しもコストを意i哉したものではなかった。
その後. 1974年に改訂されたテロテクノロジーの定義では 「経済的ライフサイクル・コ
ストを追求」という用語が初めて含まれるようになり，次のように定義が修正された。「テ
ロテクノロジーとは経済的ライフサイクル・コストを追求して有形固定資産に対して遡)1]さ
れる経営管理，工学，財務およびその他の技法を組み合わせたものであるJ[Department of 
Industry. Committee for Terotechnology (1975)心 2]。
さらに.1977年4月に問委員会は「有形資産のマネジメントのためのライフサイクル・コ
スティング実践ガイドブFツクJ(Life cycle costing in the management of assets-A practical 
guide-)を発行する。このガイドブックの序文では，テロテクノロジーの考え方の':1・1心に位
置づけられるのがLCCであることが明記されていて 同ガイドブックでは LCCをつぎのよう
に定義する。 r(中略)ライフサイクル・コステイングは有形資産の最適な選択と設計仕梯(asset
configuration)を明らかにするために代替案を数量化するプロセスに関与する。ライフサイク
ル・コステイングを実践することによってライフサイクル・コストを算出し，ライフサイクル・
コストを構成する各コストのトレード・オブ分析を行い，有形資産の最適な利用およびl~替期
聞を把握することが可能になる。J[Department of Industry. Committee for Terotechnology 
(1977) . pp. v . 2・4]
このように 1970年代前半にメンテナンスヨストの問題解決に起因して提唱されたテロテク
ノロジーは. 1970年代後半にはやがて LCCとして進化していくことになるが，この時期はテ
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ロテクノロジー調査団が訪問した1973年-1980年とまさに重なるのである。テロテクノロジー
調査団は第l次から第8次までのすべてがイギリスを訪問しており，各国の調査団はイギリス
における上述したようなテロテクノロジーをめぐる情勢の変化に大きな影響を受けている。
(2)テロテクノロジー調査団の概要
テロテクノロジー調査聞が発足した背景には 1973年5月10日と 1日にイギリスのブリスト
ルで開催されたテロテクノロジーに関する国際会識を主催したイギリスプラントエンジニア協会
から，日本プラントエンジニア協会が招待されたことが挙げられる。日本プラントエンジニア協会
の加盟企業から国際会議への参加者を募札結成されたのが第l次テロテクノロジー調査団であ
る。
図表3は第l次から第4次までの 図表4は第5次から第8次までのテロテクノロジー調査
団の概要をまとめたものである。テロテクノロジー調査団には共通する特徴がいくつかある。
それは次のような特徴である。
-第l次から第8次までのすべての訪問団がイギリスを訪問している。また，スウェーデン
も第2次を除いて7回訪問している。
-第3次と第4次の「米国調査団」を除けば，訪問先はすべて西ヨーロッパである。 LCC
の発祥の地であるアメリカには2回しか訪問してない。
-訪問先としては，訪問国を代表する製造業に属する企業が大半である。ブリティッシュス
チールやボルボのように同一企業を何度も訪問しているケースもある。企業以外では，イ
ギリス産業省などのような政府機関，大学なども訪問している。
-各調査団ともに，訪問期間中に訪問地で開催されているテロテクノロジーやプラントエン
ジニアリングの間際会議に調査聞のメンパーが参加している。毎年春先から初夏にかけて
訪問が行われているのは，これらの国際会議の開催日程に合わせているためである。
-第5次から第8次までの訪問団では，理工学部にテロテクノロジー学科(当時)を置いて
いたマンチェスター大学を共通して訪問し，訪問団のメンパーが3-5日間の短期留学を
行った。各調査団ともに lコマあたり 1時間強のテロテクノロジー学科の現役教授の講義
を15コマ前後受けて，テーマ別に実習や討議を行ったりした。
-訪問団の参加者の95%以上が日本プラントエンジニア協会に加盟する企業の従業員(社
長や取締役も含む)であり，大学の研究者はコーデイネーターとして少数が参加している
にすぎない。第l次・ 7次・ 8次調査団では大学に所属する研究者は一人も団員に含まれ
ていない。
-訪問団の参加者のほとんどが製造業に属する企業の従業員であり 社長や取締役を除けば
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大半が設備に関連した業務に従事する技術系の社員である。
図表3 テロテクノロジー調査団の概要(第 1次~第4次)
第l次調査団 第2次調査団 第3次調査団 第4次調査団
(1973年) (1974年) (1975年) (1976年)
訪問期間
5月7日-26日 4月2日-5月1日 5月25日-6月14日 ①5月8日-2日
②5月23日-6月6日
イギリス フランス イギリス スウェーデン
訪問国
スウェー デ、ン 西ドイツ スウェーデン イギリス
(訪問1買に掲il成)
オランダ スイス オランダ 西ドイツ
西ドイツ イタリア アメリカ アメリカ
イギリス カナダ
訪問先件数
13 (うち企業1社) 18 (うち企業13社) 21 (うち企業16社) ①8 (うち企業5杜)
~8(うち食業 5 社)
イギリス産業省 コダ‘ック・ l~セ イギリス産業省 ボJレボ
ロー Jレスロイス クラウスサル工科大学 ブリティッシュスチール アーサーギネス
主な訪問企業等
ボルボ ブラウンホパリ ボルボ アテハ
スウェーデン保全 ビエー ル フイリッフ。ス アメリカ1"¥1防総省
技術者協会 カミンズエンジン IBM クライスラー
ゼネラルモー ター ズ ケベックif'P;ブミ焼却場
玉置明善 薮田東三 玉置明善 ①武阿 1f平
団長
千代田化工建設(株) トヨタ自動車工業(株) 千代田化工建設(株) 新日本製鉄(株)I 
②附谷!成雄 l 
住友科学工業(株)
派遣人数 14名 48名 28名 ①28名②28名
制ij考 ①欧州制査団
@米国訓査団
(a)第4次iV月査団では，団員を欧州調査団と米国調査団の二つの班にわけで実施している
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図表4 テ口テクノロジ一間査団の概要(第5次~第8次)
第5次調査団 第6次調査団 第7次調査団 第8次調査団
(1977年) (1978年) (1979年) (1980年)
訪問期間 5月13日-29日 4月お日-5月13日 4月30日-5月18日 4月30日-5月19日
イギリス フランス イギリス スウェーデン
フランス スウエ}デン 西ドイツ フランス
訪問国 スウヱーデン イギリス フランス イギリス
(訪問順に掲載) 西ドイツ スウェーデン オーストリア
ユーゴスラピア
西ドイツ
訪問先件数 15(うち企業14社) 18(うち企業10社) 15(うち企業14社) 10 (うち企業9杜)
マンチェスター 大学 ルノー ブリテイ、ノシュスチール オパラライナボー ド
インペリアルケミカル アセアアトム マンチェスター 大学 ルノー
主な訪問企業等 ボルボ ボルボ ティッセン ブリティッシュスチール
マンネスマン マンチェスター 大学 ルノー ユニドオ
フリティッシュスチール アセア スリー メイ
①苅込一郎 ①小池正忠 石黒正 遠藤胡」
団長
富士写真フィルム(株) 千代田化工建設(株) 日輝(株) 日産自動車
②島本隆次 ②束松量三
久保田鉄工(株) 日産自動車(株)
派遣人数 ①24名②22名 ①20名②22名 ①17名②20名 ①19名②20名
備考
。設備担当量1~グJレE プ む設信担当重役グループ 3装置・鉄鋼ー化学グループ 号機微・自動車グループ
le実務担当者グ)トプ 13実務担当者グループ 号機械・自動車グループ g装置拡鋼グループ
(注)第 5 次・第 6 次では設備担当重役グループと~務担当者グループに，第 7 次・第 8 次では所以企業の業種
によって，団員を二つに分けて現地での企業訪問等は別々に行った。
(3)テロテクノロジー調査団とライフサイクル・コスティング
テロテクノロジー調査団が訪問した時期は，前述したようにイギリスでのテロテクノロジー
からLCCへの移行時期に重なることから.調査団の報告書の内容にもそれが反映されている。
第1次調査団の報告書ではライフサイクル・コストという用語がわずかに出てくるだけで，
調査団の主たる関心はメンテナンスに置かれていた。また， 日本プラントエンジニア協会が
1971年に提唱していたTPM(Tota1 Productive Maintenance :全員参加の生産保全)と類似
しているのではないかという所感が調査団メンバーから出ぎれている。
第2次調査団が訪問した 1974年にイギリスにおいてテロテクノロジーの定義が改訂されて
「経済的ライフサイクル・コストの追求」という文書が入ったが，訪問先の企業等ではライフ
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サイクル・コストに対する取り組みはまだ行われてなかったことから，報告書にもライフサイ
クjレ・コストという用語はほとんど出てこない。
第3次調査団の報告書では第l次・第2次と比べるとライフサイクル・コストやライフサイ
クJレ・コステイングという用語が頻繁に登場するようになる。ただし，企業等の訪問記録の中
にはこれらの用語はほとんど登場しないことから.1975年の時点ではヨーロッパやアメリカ
においても LCCはまだ理論が先行していて，実務への浸透は見られない。
第4次調査団ではメンバーを二つに分けていてヨーロッパを訪問するグループとアメリカを
訪問するグループに分かれている。アメリカでは国防総省を訪問し.LCCについて空軍大佐
などからレクチャーを受けているが，企業の訪問記録の中にはライフサイクル・コステイング
という用語はまったく出てこないことから，アメリカにおいても LCCに対する官民の楓度差
カfあったことカfわかる。
第5次調査団からはマンチェスター大学のテロテクノロジー学科の現役教授によるレク
チャーを受けている点に特徴がある。これは2日半で約1時間強の講義を16コマ受講するハー
ドなものであるが，その内容には残念ながら LCCはまだ含まれていない。第3次・第4次報
告書と同様に，企業等の訪問記録の中にライフサイクル・コステイングという用語は含まれて
いない。
第6次調査団もマンチェスター大学を訪問して講義を受けているが，前年とは講義内容が一
新されていて，全14コマのうち第2回目の講義が「ライフサイクル・コスティング序論Jと
題する講義内容である。企業の訪問記録の中にもわずかではあるがライフサイクル・コストと
いう用語がみられるようになってくる。
第7次調査団の報告書では第6次と比べると LCCに関する記述が少なくなっているo マン
チェスター大学での講義でも LCCを独立した内容で扱う講義は消滅している。
第8次調査団の報告書は第7次とは打って変わって，ライフサイクル・コステイングの表記
がかなり目立つようになる。これまでほとんどライフサイクル・コステイングという用語が出
てこなかった企業等の訪問記録の部分にも頻繁に登場するようになり.帰国イ後走に訪問団のメン
ノT山
語が頻繁に登場している。このことから.1970年代末から 1980年代初頭にかけて，日本国内
および海外の実務家に LCCがようやく浸透してきたのではないかと考えられる。
このように， 日本を代表する企業の実務家が海外を訪問し，テクノロジーやLCCの先進事
例を8年間にわたり学んだことは 1980年代以降の日本における LCCの浸透に大きな貢献を
果たしたと言えよう。
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(4)日本プラン卜エンジニア協会「ライフ・サイクル・コスト委員会J
日本プラントエンジニア協会ではLCCの研究を専門的に行う機関として， 1978年にライフ・
サイクル・コスト委員会を設置した。委員長には第3次テロテクノロジー調査団のコーデイ
ネーターとして活躍した青山学院大学の日比宗平教授が就任し，副委員長にはアメリカのブラ
ンチヤード教授が記した『ライフサイクル・コスト計算の実際J(Design and Manage to Life 
Cycle Cost)を1979年に翻訳した宮内一郎氏(石川島播磨重工業)が就任した。ライフ・サ
イクル・コスト委員会の3年間の研究成果の集大成として， rライフ・サイクル・コステイング一
手法と実例-.1が1981年に発刊された。
同書のまえがきにおいて， 日比委員長は， 日本においてLCCはまだ海外から紹介されたば
かりで， r夜明けの前jの段階であると位置づけている O また，これまでは海外文献の翻訳が
中心であり， 日本人の手による LCCの本はまだ1冊もなかったことから，日本人が編集した
LCCの本を l冊発刊し，わが国企業へのLCC導入の一助になることを切に願うと述べている
[日比 (1981)， i貰]。
同書では， LCCが従来のものとは根本的に異なる意思決定の方法であり，その特徴として
次の4点を挙げている[日比(1981)，頁Jo
・システム(広義の有形資産)の取得にあたり，取得コストと維持費を対等の位置で検討する
.システム開発の初期にライフサイクル・コストを検討する
・設計時にライフサイクル・コストを設計パラメータとして使う (Designto Cost) 
.トレードオフを{敵底して行う
さらに，ライフ・サイクル・コスト委員会による LCCの定義を掲げている。これは日本人
自ら LCCを定義した最初のケースである。問委員会によれば， LCCは次のように定義される。
「ライフ・サイクル・コステイングとは，ユーザーの使用するシステムのライフ・サイクル・
コストを経済的にするために，システムの開発段階で，ライフ・サイクル・コストを設計パラ
メータとし各種のトレードオフを徹底して行うところのシステマティックな意思決定法であ
る。J[日比(1981)， 9・10頁]
『ライフ・サイクル・コステイング一手法と実例-.1では，ライフサイクlレ・コストの分類，
コストの見積り方法，貨幣の時間価値，システム・イフェクテイブネスなどのような LCCを
行う上で必要とされる基本的なツールの解説と， LCCを実施するうえで直面する問題点や注
意点の対処方法などが記載されており.企業等でLCCを実施する際のパイプルとなることが
意図されている。
また.ライフ・サイクル・コスト委員会は 1983年4月から 6月にかけて日本プラントメン
テナンス協会の会員企業523社に対して， LCCに関するアンケート調査を行なった。これは
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日本において最初に実施されたLCCの実態調査である。この調査において， fLCCをよく知っ
ている」は29%，fLCCを少しは知っている」の60%と合わせると， 90%近くの企業はLCC
を認識していることが判明した。しかし 実際にLCCを使っていると回答した企業は23%に
とどまることも明らかになった7 [日本プラントメンテナンス協会 (1983)，39-42頁]。
4.会計学分野でのライフサイクル・コスティング研究
(1)会計学分野での研究の起点ー染谷教授による研究成果ー
日本でのLCC研究は最も初期の段階では工学分野の研究者や実務家によって行われていた
が，会計学分野でも 1970年代半ば以降にLCCの研究が開始される。その端緒となったのが
1976年に早稲田大学の染谷恭次郎教授が発表した「ライフ・サイクル・コステイングの再認識J
(W早稲田商学J第260号)と題する論文である。この論文は，日本において会計学者が発表し
た最初のLCCに関する研究成果である。
染谷教授は 1976年5月からの第4次テロテクノロジー調査団の米国調査団のコーデイネー
ターとして視察に参加している。帰国後の 1976年8月20日に行われた第4次調査団の調査座
談会では，次のようなコメントを残している[日本プラントエンジニア協会 (1976)，196頁]。
私の専門は会計学でして 皆さんと分野が違う。テロテクノロジーについては単に技術だけ
でなく.経営，財務の面からアプローチすべきであるということで，この調査団にコーデイネー
ターとして参加させていただいたわけです。アメリカ国防総省・プラントン空軍大佐から，設
備のライフ・サイク Jレ・コスティングの説明を受けたわけですが，彼の説明によると.このラ
イフ・サイクル・コステイングとは 設備の所有 運転保有に関する費用すべてを対象とし
て原価計算することです。
プラントン大佐は，ライフ・サイクル・コストの数式モデルと数式をあげ，説明してくれ
ましたが， ζれに対する評価は2つに分かれたように見受けました。つまり.この数式モデ
ル自体が画期的であるというものと，昔から設備投資の場合，使われている ROI(Return on 
Investment)， DCF (Discounted Cash Flow)等を使わないでライフ・サイクル・コストを求
めるのか，という 2つの件で
はほんのわずかであろうと思われますが，こんごは注目し 研究していくテ一マの lつである
ことは間違いありません。
このコメントから 3か月後の 1976年1月に発行された『早稲田商学』において，早速
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LCCについて取り上げた論文を発表している。以下では染谷 (1976)について検討したい。
論文の官頭において，染谷教授はLCCの考え方自体は既に1950年代の文献にその原型を見
出すことができるため，決して新しい考え方というわけではないと述べている。論題に「再認
識」とあえて付けているのはこのためであると考えられる。一般的な原価計算に比ペて， LCC 
では一定の用役を提供する設備を所有し，それらを運転することで付随して発生するオベーレ
テイングコストやメンテナンスコストを計算するという点で大きな相違点があるものの，ひ
とつの設備単位についてコストを集計していく方法は，製品単位にコストを集計する一般的な
原価計算と共通する部分もあると指摘している。このことをふまえて，複数の代替案のライフ
サイクル・コストを明らかにすることによって，経済的に最も有利な代替案の選択が可能にな
り，設計段階から設備の運転ヤメンテナンスによるコストの節約が可能となることを示してい
る[染谷 (1976). 1 -2頁]。
このような LCCの計算上の特徴は.LCCの計算期間が設備の取得から廃棄に至るまでの少
なくとも 2年以上，通常は5-10年の長期に及ぶので，貨幣の時間価値 (TimeValue)を考
慮する必要があることを強調している。それゆえに，論文の大半は，貨幣の時間価値を考慮し
たライフサイクル・コストの計算モデルである現価 (PresentW orth)法と，毎年均等払原価
(Uniform Annual Cost)を計算する方法の二つの紹介に費やされている。これらの計算方法
は染谷教授がテロテクロノジー調査団の一員としてアメリカ国防総省で説明を受けた内容と類
イ臥している。
論文のむすびにおいて，現状のLCCに対する染谷教授の見解が示されている Oそれによれば，
LCCの限界点として，この方法を設備投資案の評価に用いようとするのであれば，ライフサ
イクル・コストを計算するだけではなく，設備投資した結果得られる資産からもたらされる効
果も考慮したうえで，設備投資案の評価を行う必要がある。しかし，現状のLCCではそれが
できていないことが指摘されている。それぞれの設備投資案の収益に対する貢献が異なる状況
下では，単純にライフサイクル・コストの大小だけで優劣を決めることは適切で、はない。すな
わち，それぞれの設備投資案の生産能力あるいは販売能力に差異がないという前提が成立して
いなければ.LCCを意思決定に使うことが難しいことを指摘している[染谷 (976).14-15頁]。
一方でむすびでは，設備投資を会計学の論理だけではなくエンジニアリングの側面から検討
することの重要性も指摘し資源の有効活用を進めていくことの必要性も説かれている。 LCC
の利用には限界があることを理解したうえで その長所を活かすためにはどうすればよいかを
考えることが今後の大きな課題であると指摘して論文が結ぼれている[染谷 (1976)，18買]。
染谷教授の論文では会計学の観点から，エンジヱアとは異なる視点から LCCの問題点を指
摘している。染谷教授の指摘する問題点は，エンジニアが主体となって進められてきたアメリ
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カの国防総省やイギリスのテロテクノロジー委員会などの研究では出されていない指摘である。
(2)コストマネジメントとしてのうイフサイクル・コスティングー皆川教授による研究成果ー
名古屋学院大学の皆川教授は 1982年に「ライフ・サイクル・コステイング」と題する論文(名
古屋大学経済学部『経済科学』第30巻第2号)を発表している。この論文は 1982年以前に発
表された欧米の LCCに関する文献をサーベイし.LCCの重要論点を整理した論文である。染
LCCを意思決定の手段としてだけではなくコストマ谷教授の論文と大きく異なる点として，
デザイン・ツー・コスト
(Design to Cost)やコスト・イフェクテイブ・アナリシス (Cost-EffectiveAnalysis :費用量カ
果分析).平均故障時聞と平均故障間隔から計算されるアベイラピリティの説明が論文中でな
このため，ネジメントのツールとしても捉えている点が挙げられる。
されている。
では，特にデザイン・ツー・コストを重視している。デザイン・ツー・コスト皆川 (1982)
はアメリカ国防総省が1970年代に開発したライフサイクル・コストをマネジメントするため
ライフサイクル・コストと，性能および、納期のトレードオフを考えるのツールの一つであり，
コストが実際に発生するのは製造段階以後であ点に特徴がある。図表5から明らかなように，
るが，将来的にコストがどれだけ発生するかどうかは設計段階で既に大半が決まってしまって
ライフサイクル・コストを最小化するためには，設計段階で目標コストを
[皆川(1982). 
したがって，いる。
17頁]。これを達成しようとする組織的な対応が必要とされる定めて，
コスト発生と決定図表5
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(出所)皆川 (1982).17貰。
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皆川 (1982)のむすびでは.LCCが今後さらに普及していくためには，ライフサイクル・
コストが小さい製品を購入する方が結果的にコスト面で有利となるという考え方がユーザーに
どこまで浸透するかがカギとなることを指摘している。その理由として，ユーザーがライフサ
イクル・コストを重視する購買姿勢に転じれば.メーカーにとってもライフサイクル・コスト
を無視することができなくなることを挙げている[皆川 (1982).24頁]。これは. 1980年代
半ば以降に戦略的コストマネジメントの中でLCCが議論される際にも強調されているところ
であり重要な指摘である。
5.むすび
本稿では日本における LCCの生成とその後の展開を明らかにするために.1960年代から
1980年代にかけてのいくつかの重要な文献および、資料の検討を行った。日本におけるLCCは，
工学分野，特に品質管理の分野からスタートし，その浸透および普及には 1970年代の日本プ
ラントエンジニアリング協会のテロテクノロジー調査団の貢献があったことを明らかにした。
また，初期の段階では主に工学分野の主導で研究が進められて，会計学の分野でLCCの議論
が始まるようになるのは 1976年以降まで待たなければならず，会計学の分野でLCCの研究が
始まる一つの契機が，染谷教授がテロテクノロジー調査団に参加したことによるものであり，
さらに会計学分野のLCC研究では，工学分野のそれとはやや異なる論点が提示されていたこ
とも明らかにした。
現在の日本では.LCCの研究は会計学分野での研究と工学分野での研究に二分されていて
いる傾向があり，双方の研究者聞の交流や工学と会計学にまたがる学際的な研究はあまり行わ
れていないのが実情である。このような背景から，日本におけるこれまでのLCCの研究では，
日本においてLCCがどのように紹介されて，それがどのように摂透していったかに関する研
究は存在しなかった。工学分野と会計学分野の双方にまたがりながら，日本における LCCの
生成から浸透に至るまでの動向について明らかにした点に本研究の肩献がある。
一方で.1968年に石川教授が最初に紹介したLCCが， どのような経緯をたどり， 日本プラ
ントヱンジニア協会などに広まっていったのかという疑問があるが，この点について本研究で
は解明できなかった。また 石川教授染谷教授皆川教授はいずれも自身の論文中でLCC
の重要性を解色今後の研究の必要性についても言及しておきながら，その後はこのテーマに
関する論文を継続的に発表していない。この点についても解明するととができなかった。これ
らの解明は今後の研究課題としたい。
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CiNiiによって.“ライフサイクル・コステイング"あるいは“ライフサイクル・コスト"のキーワードで論
文を検家すると.700件ほどヒットする。内訳はライフサイクル・コストでヒットする研究成果が約 550件，
LCCでヒットする研究成果が約 150件である。約700件の研究成果のうち全体の 75%を工学分野の論文が
占めて.25%が会計学分野の論文である。詳細は中島 (2014)を参照されたい。
2 岡野 (2003)や錫 (2010)などでは，日本における LCCの展開について断片的には触れられてはいるが，
これらの研究成呆では本稿の問題慾識である，日本において LCCがどのような形で海外から紹介されて，
それがどのように浸透していったかというプロセスについて言及しているわけではない。
3 アメリカでは国防品の調達の問題，イギリスではプラントのメンテナンスの問題からそれぞれLCCが生成
している。詳細は岡野 (2003)や中島 (2011)を参照されたい。
4 石川教授と ]uran博士がいつロンドンで、出会ったかについては論文中には明，i己きれていないが，この論文
は1968年1月号に掲il良されていることから，彬¥i1'Eされたのは前年と折f(iJlIJされる。したがって.I今年Jとは
1967 1，1:のととであると考えられる o
防術fj'ioMj迄実施本部が和訳した『凶防省報酬í~lj~辺約指針J には 111版年が明記されていないことから，和訳が
行われた|時期は不明であるが， 1965年以降の数年以内には和訳が行われたものと思われる。なお.111版年
が不明で、あることから，巻米の参考文献リストにおいても出版年を明記することはできない。
。 テロテクノロジー調査団(第 l次)の報告書によれば，テロテクノロジーはギリシァmと英iliからなる造
ZHであり，テロテクノロジー委員会とオックスフォード辞典の制集者と相談のうえi!Iiばれた別加であるとい
う。“tero"はギ、リシア誇の“terein"からとったものであり，このf去に英語の“tcchnology"をつけたものであ
る。ギリシア認の teremには“totake care of (大事にする)"，“to watch ovcr (見守る)".“to guard ov巴r
(保護する)"という窓!味があるという。また，テロテクノロジーという用JZが~)j-たに旅み 11\ された'{ntには，
新しい用語を作り出して人身の|捌心を引こうとする意図があったと指摘されている。 1970年代liPI主のイギ
リスでは.Iメンテナンス」という言葉が当時あまりにも一般的になっていただけではなく.機械の桟泊や
i'折}，修理などと同じ意味の用語・であると誤認されていたことから，rメンテナンスJが本米lJ:1旅する内容(プ
ラント・エンジニアリング)を指し示す新語を作って人々の関心令引くことがな1:<されていたという!日本
プラントメンテナンス協会 (1973). 15， 17-18貿]。
7 紙闘の|刻係からアンケート捌査の結果を全て掲i除することはできないため. I洋，y:¥1は1本プラントメンテナン
ス協会 (1983)を参照されたい。
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